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平成３０年２月 総務委員会行政報告資料 

総 務 部  
 

第３次呉市行政改革実施計画（案）について 
 

 

 １ 計画策定の趣旨及び目的  
 

 

○ 呉市を取り巻く社会情勢は，人口減少・少子高齢化の進展や行政ニーズの多様化をはじめ，大きく変化するとともに，社会保障関

係費や公共施設の老朽化に伴う維持管理経費の増加，地方交付税の合併算定替の段階的縮小などの影響により，引き続き，厳しい財

政状況が続くことが見込まれます。 
 

○ こうした社会情勢の変化や厳しい財政の見通しに的確に対応し，自 

立性の高い持続可能な行財政運営を行うためには，より一層の経費削 

減と自主財源の確保を図りながら，選択と集中による効果的な業務遂 

行に取り組むことが不可欠です。 
 

○ このため，これまでの行政改革の取組を継承しつつ，中核市「呉」 

として，「市民ニーズに的確に対応できる簡素で効率的な行政システ 

ムの確立」を目指すため，「第３次呉市行政改革実施計画（案）」を 

策定し，更なる行政改革の推進に取り組みます。 

 

 ２ 計画期間等  
 

 

 (1) 計画期間  

平成３０年度から平成３４年度までの５年間とします。 

なお，今後の社会情勢の変化などに対応するため，必要に応じ 

て計画の見直しを行います。 
 

 (2) 進行管理及び進捗状況の公表 

本計画については，着実な実施に向けた進行管理を行うととも 

に，その進捗状況については，市広報誌や市ホームページなどに 

より，市民に積極的に公表します。 

 
 

 本市における行政改革の主な取組 

呉市行政改革大綱 （平成８年策定） 

第１次呉市行政改革実施計画 （平成 11年策定） 

 
〔計画期間〕平成 10～13 年度 

第２次呉市行政改革実施計画 （平成 18年策定） 

 
〔計画期間〕平成 17～21 年度 

呉市財政集中改革プログラム  （平成 20年策定） 

 
〔計画期間〕平成 20～24 年度 

第３次呉市行政改革実施計画 策定 
（計画期間：平成 30～34年度） 

呉市アウトソーシ

ング推進計画 
(平成 24 年策定) 

 

 

呉市職員体制 

再構築計画 
(平成 25 年策定) 

 

 

呉市公共施設再

配置計画（１次～３次） 
(平成 24～27 年策定) 

 

 
〔計画期間〕 

平成 24～33年度 
〔計画期間〕 

平成 25～30年度当初 

〔計画期間〕 

平成 24～29年度 
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 ３ 施策体系  
 

 

次の施策体系に基づき，更なる行政改革の推進に取り組みます。  

 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

○開かれた市政の推進と 

市民の利便性の向上 

▶ 分かりやすい情報発信 

▶ 新たな制度やシステムの 

積極的な導入と活用 

▶ 中核市移行により移譲された 

権限の活用 

○中核市としての 

行政サービスの提供 

○時代の変化に対応した 

組織体制の整備 

▶ 簡素で効率的な組織体制の 

整備・見直し 

▶ 定員の適正化 

▶ 事務事業の民間委託や指定管 

理者制度未導入施設への導入 

検討 

○事務事業の効率化 

（民間委託などの推進） 

○歳入の確保 

▶ 収納対策の強化 

▶ 使用料・手数料の見直し 

▶ 自主財源の確保 

 

▶ 事務事業の「選択と集中」等 

○歳出規模の縮減 

○人材育成の推進と 

必要な人材の確保 

▶ 専門性の高い人材の育成・ 

確保と社会情勢の変化に 

応じた職員研修の実施 

○働きやすい 

職場環境づくり 

▶ ワーク・ライフ・バランス 

の推進 

▶ 職員の心身の健康増進 

【基本理念】 市民ニーズに的確に対応できる簡素で効率的な行政システムの確立 

【基本方針①】 

市民ニーズに対応する 

行政サービスの提供 

【基本方針②】 

効率的な行政システムの構築 

【基本方針③】 

健全な財政運営の確保 

【基本方針④】 

職員の意識改革と能力開発 

▶ パブリックコメントの推進 

▶ マイナンバーカードの独自利用 

の検討 

▶ コンビニ収納の対象の拡大 

▶ 連携中枢都市圏における連携事

業の推進 

▶ 外部監査制度の活用 
 

▶ 職員の適正配置の推進 

▶ 公立保育所・幼稚園の適正配置 

▶ ごみ処理施設の適正配置 

▶ 給与支給事務等の外部委託 

▶ 旅費支給事務の見直し 

▶ 電子決裁の導入に向けた検討 

 

▶ 市税等の収納率向上 

▶ 受益者負担の適正化 

▶ 公有財産の売却等の促進 

▶ 事務事業評価の実施 

（事務事業の棚卸しを含む。） 

▶ 公共施設等総合管理計画に基づ 

く施設マネジメントの推進 

▶ 人材育成基本方針の推進 

▶ 技術系職員の育成 

▶ 臨時・非常勤職員制度の見直し 

▶ めりはりのある働き方の実現 

（時間外勤務の管理の適正化， 

一斉定時退庁日の徹底 ほか) 

▶ メンタルヘルスケアの推進 

【主な取組項目】 

 
｢今後の財政見通しと健全な財政運営 

の確保について｣に基づく取組の実行 


